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研究成果の概要（和文）：本研究は、小規模零細小売・サービス事業者の事業承継課題と伝達ノウハウに焦点を
当てた。大規模小売業者やサービス業者は、組織として計画的に事業承継に取り組んでいる。一方、血縁(家族)
を中心に事業を継続してきた小規模零細事業者は、子どもの数が多かったことから長男を中心に承継した経緯が
ある。しかし、これまで継承されてきた家業としての小売業やサービス業が、子どもの減少や職業選択の自由な
どさまざまな理由から承継されず、廃業する事例が目立つようになった。そこで本研究は、小規模零細事業者が
事業承継をし、各々が有する伝達ノウハウをいかに伝えるかを主題として、主に定性的な調査を中心として考察
した。

研究成果の概要（英文）：This research focused on business succession issues and transfer know-how of
 small-scale retailers and service providers. Large-scale retailers and service providers are 
systematically working on business succession as an organization. On the other hand, small and micro
 businesses, which have continued their businesses mainly through blood ties (family), have a 
history of taking over mainly through their eldest sons because they had many children. However, 
there are many cases where the retail and service businesses that have been passed down as family 
businesses are not being inherited due to various reasons, such as the declining number of children 
and freedom of choice of occupation, and are going out of business. Therefore, in this study, we 
focused mainly on qualitative research, focusing on how small and micro businesses take over 
business and how to pass on the know-how that each of them has to the next generation.

研究分野：商業
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、これまで家族の問題としてとらえられてきた小規模零細事業者(小売業とサービス業)に
おける事業承継課題を地域や社会の問題としてとらえたところに特徴がある。それは地域の消費生活を支える民
間インフラでありながら、単に事業承継を「家族の問題」としてとらえられてきたことに原因がある。地域にお
いては、その人口の多寡を問わず、必要な小売業やサービス業が多々ある。現在、そうした事業が過疎地域では
消滅しつつあり、消費者の不便となっている。そのため、地域の生活を支持するためにも小規模零細事業者の事
業承継課題や伝達ノウハウを明確にすることで、今後何が必要かについて本研究では明確にした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
わが国の事業承継支援政策では、税制面では充実してきたが、経営面での支援が不十分で
ある。また事業承継では、後継者教育等による承継ノウハウと当該事業特有のノウハウ伝達
が重要となる。そこで本研究では、小規模零細流通 ・サービス事業者における承継時の経営
課題と当該事業のノウハウ伝達に焦点を当てることとした。他方、事業規模が小さい事業者
ほど親族承継が中心となっていたが、親族による承継が進捗しない現在となっては、小規模
零細事業者でも第三者承継を選択肢に入れなければならない。そこで本研究は,小売・サー
ビス事業者が伝達すべきノウハウを中心とし、多くの事業者に適用可能な事業承継手法や
小売・サービス業において伝達すべきノウハウの明確化を中心に考察しようとした背景が
ある。 
 
２．研究の目的 
わが国はやがて中小零細企業を中心として、大廃業時代を迎えることが確実である。これ
まで事業承継では、税制面での支援はかなり行われてきたが、経営面での事業承継促進政策
はほとんど考慮されてこなかった。また、ある一定規模以上の企業や事業者、ある特定の業
種への承継支援にとどまっており、小規模 ・零細事業者や業種については、流通業やサービ
ス業における支援は、製造業に比べると見劣りがある。 
本研究では、事業承継希望者が親族に存在しない場合、第三者を含めた事業承継支援が必
要と考え、特に流通業 ・サービス業において、事業承継にあたって、伝達すべきノウハウが
存在し、それが存在するのであればどのように伝達すればよいのかを明確にすることを研
究目的とした。とくに業種による事業承継 ・継続課題やノウハウ伝達の相違を踏まえ、わが
国の小規模零細流通・サービス事業者における事業承継の進捗を多角的に研究することを
目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、次の 4つの柱を元に研究を進めた。 
①小規模零細事業者の事業承継における経営面での支援策の明確化（事業承継を支援する
公的 ・民間機関、現事業者、後継候補者、廃業者に聞き取り調査をし、課題を把握する） 
②小規模零細事業者の子どもや従業員が承継しない理由の明確化（小規模零細事業者が子
どもや従業者以外の第三者を後継候補者として考慮することは、事業者 （経営者）の個人
保証や職住一体化等があり、難しい問題が多くある。そこで第 1 の後継候補である経営
者の子どもに対して聞き取り調査をし、親の仕事を承継しない本質的理由を明確にする） 
③小規模零細事業者における業種による事業承継課題の明確化 （わが国は 「ものづくり」の
国とされる。小規模零細製造業者は誇りを持ち、日々の事業に勤しんでいる。一方、小売 ・



サービス業は、「コトをつくる」面が強い。そこでこれらの事業者が承継、存続する意義
を製造業者と比較する） 
④海外から見たわが国の小売 ・サービス業における事業承継への期待の明確化 （国内の事業
承継のみを扱うと、他国や他地域との比較のないわが国の特殊事例研究に陥る危険性が
ある。そこで長い歴史のある事業の承継が途絶え、存続困難となった状況を海外の事業者
や経済団体の視点では、どのように認識しているかを聞き取り調査で明確にし、承継 ・継
続への期待を取り上げる） 
年度毎の研究計画については、1年目での文献調査は、国内外の新聞や雑誌、専門調査機
関におけるデータ整理をした。その上で小売 ・サービスの小規模零細事業者 300 社に対し、
質問票調査を実施する予定であった。ここでは、事業承継環境や支援、さらに当該事業所に
おいて伝達すべき固有のノウハウの有無を中心に調査する計画であった。そして、2年目に
は前年度の研究 ・調査機関が発表したデータとの整合性を確認し、質問票調査で得られた特
徴的な事業者への聞き取り調査を実施した。2年目での文献調査は、1年目と同様に新たな
データの収集整理を行うこととした。その上で国内の小規模零細事業者や支援機関への聞
き取り調査をし、同時に海外の研究者や経済団体に対しても行い、わが国の事業承継への認
識や期待を整理することとした。3年目での文献調査は、前年までと同様、新たなデータの
収集整理を中心に行った。そして国内の小規模零細事業者や支援機関にも前年度と同様の
聞き取り調査をし、経済団体への聞き取り調査を前年度とは異なる機関で行った。2022 年
度は最終年度であったため、研究をまとめるかたちで事業承継学会やファミリービジネス
学会、日本商業学会などで行い、ファミリービジネスや事業承継、地域政策、地域デザイン
等異なる視点を持つ研究者からの意見を聴取した。 
したがって、本研究は文献調査を中心として過去の研究をレビューしながら、そこで得ら
れた独自の視角により調査を実施し、その結果をもとに学会等で報告を行った。事業承継を
行う当事者やそれら事業承継を行う企業や事業者に対し支援を行ってきた支援団体(組織)
におおて有益な情報提供をすることを目標とし、オーソドックスな研究方法を採用しなが
ら新しい情報を得ようとした。文献調査だけでは、判然としない家族間におけるノウハウの
伝達などは、実際に聞き取り調査をして裏付ける必要があったが、そうした活動は新型コロ
ナウイルス感染症拡大のため、対面での調査が十分に実施できず、停滞した面もあった。 
さらに研究対象とする小規模零細小売業 ・サービス業には、アンケート調査をする予定で
あった。しかし、コロナ禍のため、研究対象が大幅に営業規制対象となり、それに対応する
補償対象となったため、通常事業での事業承継研究とはならなかった。そこで定量分析では
なく、聞き取り調査による定性分析や旧商家に存在する古い資料などを閲覧させてもらい、
かなり以前の過去に遡って事業承継に関する調査実施した。当初は、海外調査などを実施し、
わが国との比較分析をする予定であったが、やはりコロナ禍のため、渡航することができず、
国内事例のみの分析を行った。 
 



４．研究成果 
本研究は、本来であれば事業を承継し、その継続が可能な小規模零細事業者が、後継者不
在を理由として廃業し、地域社会において経済的損失が発生している現状を直視し、その状
況改善を学術的に考察した。そこで中小零細規模の企業における事業承継前の承継啓発 ・承
継後の継続可能性に焦点を当て、さまざまな方策の有効性とそのために必要な支援、伝達す
べきノウハウを明確にしてきた。 
初年度には、とくに中小零細規模の企業において行われてきた 「ノウハウの伝達」に焦点
を当てた。まず社会学などで行われてきた老舗研究における特定家族の行動を扱う研究成
果について文献調査を重ねることで整理をした。ただ本研究は、商学からのアプローチを中
心とするため、取引 ・利益継続の視点から多様な事例について焦点を当てた。そこでは小規
模零細事業者も継続的に取引し、利益を得ることが大前提であるため、それらに関した文献
や資料を収集し、コロナ禍ではあったが、遠隔通信システムなどを利用して聞き取り調査を
実施し、研究成果をまとめた。とくに過疎化の進む地域においても小売 ・サービス業は必須
であり、限界集落や買い物難民等の問題にも影響を及ぼすため、それらの地域において、長
期間継続してきた商業活動やそれを担った家族に対する調査を行った。 
2021 年度、2022 年度は、コロナ禍に対する対応にも変化が見られたことから、小規模零
細小売業者やサービス事業者から直接聞き取り調査をする機会を増やした。とくに過疎地
において、代々食品小売業を営んできた小売業者や理容業を営んできた事業者などから次
世代に承継機会を逸失した状況、近年指摘される第三者承継を視野に入れる機会やそれを
考える余裕がなかったことなどを聴取した。そこでは事業承継を意識する機会や地域の商
工会などでの情報提供機会があまりなかったことなどが確認できた。他方、過疎化の進む地
域での顧客(消費者)動向、高齢化と人口減少が国の統計以上に進み、小売業者やサービス事
業者の事業機会(市場)が喪失していることなどを需要側からも確認した。 
時間経過により、小売業者やサービス業者自体の事業継続 ・承継が厳しくなる中、ちょう
ど本研究開始時からのコロナ禍により、これら事業者の経営環境は大きく変化した。それは
事業者の中に既に事業承継を断念し、廃業を視野に入れていた者が、事業を継続させる経済
的支援が行われたことにより、廃業準備に入るのではなく、事業継続を一定期間先延ばしす
る行動が見られた。そして次第にコロナ禍が落ち着いていく中、あらためて廃業を視野に入
れた行動が見られ始めたのは 2022 年度に入ってからであった。研究期間の 3年間は、小売
業やサービス業、とくに小規模零細事業者にはこれまでの長い経営環境でもほとんど経験
しなかった事象が多かった。ただこうした事業者が経験しなかったことを経験したことで
改めてその事業の存続意義、継承意義がさまざまな意味で問われた。また継続、承継してい
く中で、コロナ禍という特別な経営環境で変化に対応する伝達ノウハウが必要であり、これ
らが承継者だけではなく、社会一般にも必要であることが明確にされた。 
それらの成果は、すでに研究会や学会報告なども行った。また研究報告した内容などは、
複数の論文にまとめ、すでに公刊されたものも多い。 
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